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１．はじめに

微生物を利用した植物病害の防除は生物的防除と呼ばれ、そうした働きを持つ微生物の

幾つかは微生物農薬として上市されています。微生物農薬は環境保全型農業の実現や IPM

（総合的病害虫・雑草管理：Integrated Pest Management）の推進に役立つものとして、今後

更に普及が期待されています。しかし、一般に防除が困難とされ、多くの現場での被害が

深刻となっている土壌伝染性病害に対しては、開発が遅れているのが現状です。そうした

状況の下、我々は、農林水産省の支援を受け、土壌病害を対象とした新たな生物的防除資

材の開発に関するプロジェクト研究「低投入型農業のための生物農薬等新資材及びその利

用技術の開発」を平成 23-25年度にかけて行いました。

このプロジェクト研究では、生産地で深刻な被害をもたらし、防除が困難とされるトマ

トおよびナスの青枯病、トマト萎凋病および根腐萎凋病を対象に、将来的に新たな微生物

農薬として利用可能な微生物株を選抜し、その効果的な処理法を開発するという最終目標

の達成に向け、三つの大きな研究戦略に基づいて取り組みました。

一つ目の研究戦略として、微生物株の選抜については、従来の多くの微生物農薬の作用

機作である病原菌に対する養分競合作用や抗生作用が膨大な数の微生物や夾雑物が存在す

る土壌では働きにくいと考えられたことと、植物の抵抗性誘導に基づく発病抑制が土壌病

害に対しては比較的安定的に作用すると考えられたことから、「植物の抵抗力を高度に発揮

させうる新たな微生物」を見出すことを目指しました。

二つ目は、「低コストの製剤開発に繋がりうる微生物」を主たる選抜対象のターゲットに

したことです。これまでは、高い防除効果を示す微生物を選抜できても、製造コストが制

限要因となり、結果的に製品化に至らない事例が多くありました。そこで、製造コストに

直結する微生物の増殖性と保存性の優れた性質を持つものに着眼して開発することを目指

しました。具体的には、これらの点で優れた性質を持つ Bacillus属細菌を微生物の選抜対象

の中心に位置づけました。

三つ目の研究戦略としては、選抜した微生物の「効果が期待できる利用場面」を提示で

きるようにすることを目指しました。微生物農薬は必ずしも万能ではなく、効果が期待で

きる利用場面と期待できない利用場面があります。微生物農薬の効果の信頼性向上と利用

拡大を図るためには、効果が期待できる利用場面を明らかにし、その利用場面での使用を

徹底することで、効果の安定性を確保することが大切です。

以上の戦略に基づき研究を実施した結果、上記の各種土壌病害に対して微生物殺虫剤と

して既に多数利用されている Bacillus thuringiensis等の微生物が効果的であることを明らか

にしました。すなわち、Bacillus thuringiensis serovar sotto RG1-6 株、Bacillus thuringiensis

serovar fukuokaensis B88-82株や既上市 Paecilomyces製剤、さらに Paenibacillus sp. 42NP7株

と菌根菌(Glomus mosseae)資材の併用処理が、上記ナス科作物の土壌病害に対する微生物農
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薬として有望であることを明らかにしました。しかし、これまでにプロジェクト研究の中

で実施したこれら微生物の効果の検討事例は、まだ限られています。今後、選抜した微生

物株が微生物農薬として開発されるためには、より多くの地域や作型での適用性や効果の

実証が必要となります。

そこで、本マニュアルでは、これらの選抜した微生物株の発病抑制効果の更なる検討が

円滑に行えるようにすることを目的に、これまでに明らかにした効果的な微生物の処理方

法等に関する情報と共に、実際の圃場試験での有効性や効果の適用範囲等について実例を

交えて紹介します。本マニュアルを活用し、これら選抜微生物株を活用した微生物資材の

開発の推進が図られることを期待します。
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